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1.は じめに一今Jな ぜ政策課税論なのか―

日本では現在,地 方政府 レベルで産業廃棄

物税や水源税等,地 方環境税の導入が進みつ

つあ りv,中 央政府 レベルではCO2排 出の削

減 を目的 とする 「温暖化対策税」の導入が検

討 されている21.環 境税 は,環 境保全のため

の政策手段 として,政 策 目標の達成をその第
一 目的 としている.こ の点で環境税は,財 源

調達を第一一目的 とする所得税,法 人税,消 費

税な どのいわゆる 「基幹税」 とは異なる性質

を持っている.も ちろん,環 境税が導入 され

れば税収はあがるが,長 期的 にCO。 排 出の抑

制に成功すれば,そ の分だけ税収 は低Fし て

い くことになる.こ のような政策目的を主眼

とする 「政策課税」の導入については,税 法の

専門家 を中心に慎重論が存在する.つ まり税

とは,あ くまで も一定の税収調達 を目的 とし

て,そ の負担を社会の成員にで きる限 り公平

かつ効率的な形で配分する手段 であって,そ

れが政策 目的を主眼 とすることは,租 税の定

義からいって許容 されないというものである.

しか し,税 収が長期的に逓減す る可能性が

あるからといって,税 収がゼ ロになるわけで

はない.な ぜな らCO2排 出は,温 暖化が生 じ

ない ような水準 にまで引 き下げ,そ の水準で

安定化 させればよいか らである.そ れに加 え

て,そ もそも環境税 は政策 目的を主眼として

いるけれ ども,他 方で財源調達 目的をも併せ

持った,二 重の性質を持つ税だと考え られる.

環境税 の租税 論上の位置づ けを試み るな ら

ば,そ れは社会的共通資本を維持管理するた

めの政策手段 であ り,同 時にそのための財源

調達手段 だといえよう(諸 富,2000).社 会的

共通資本 とは宇沢弘文の提唱 している概念だ

が,そ れは自然資本,社 会資本,そ して制度

資本 という三つの要素か ら構 成 されている.

これらは市民生活を営んでい く上でいずれ も

必要不可欠な制度的基盤である.市 場 で行わ

れる経済活動 は,社 会資本や 自然資本を劣化

損傷 させてい くが,そ れが もたらす外部費用

は各経済主体の意思決定の中に組み込 まれて

いない.し たがって,何 らかの公共政策がな

い限 り,社 会資本お よび自然資本の劣化損傷

が生 じる.特 に自然資本の場合,こ の劣化損

傷が不可逆的な時点 まで進行す ると,い わゆ

る絶対的損失が発生する.環 境税は,こ のよ

うな絶対的損失の発生を未然に防 ぎ,同 時に

社会的共通資本を維持管理するための財源を

調達する手段 として機能す る.

しか し,こ う言ったからといって,環 境税

が基幹税 を完全 に代替で きるわけではない.

所得税,法 人税,消 費税等の基幹税に対 して,

環境税は財源上,補 完 的な立場に位置づけ ら

れることになるだろう.こ れを社会的共通資

本の維持管理 と関係づけるな らば,次 のよう

になると考えられる.ま ず,基 幹税は社会的

共通資本の 「建設」そのものを賄う財源 とし

て位置づけ られることになる.こ れに対 し,

環境税 は社会的共通資本が利用に供 された後

に,そ の 「利用」 によって生 じる劣化損傷 を

経済的なインセ ンテ ィブ効果によって抑制す

ると同時に,そ れを維持管理するための経常

的経費を賄 う補完的な財源 として位置づけ ら

れることになる.

このように,環 境税 を単なる環境政策上の

一手段 としてのみ捉 えるのではな く,一つ の

租税 として租税論上の位置づ けを与える必要

がある し,ま たそれは可能であろう.し か も,

環境税に代表 されるような政策課税は,必 ず

しも例外的な存在 とは言えない.日 本では,
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1992年 に導入 され,1998年 以 降凍結 されて

いる地価税が,資 産 としての土地保有の有利

性 を縮減 し,土 地供給の増加 を促す ことを目

的 と した典型 的 な政策課 税 の一つ だ とい え

る.ア メリカでは,ニ ューデ ィール税制の一

環 としてルーズベル ト政権が導 入 した 「留保

利潤税 」が,企 業 を対象 とした政策課税 の一

つの典 型だ とみ なす ことがで きる.さ らには,

まだ実現 されていないが,通 貨価値の変動 を

安定 化 させ るため の政策 手段 であ る と同時

に,南 北 間格差 を縮小 させ るための財源調達

手段 として注 目されてい る 「トービン税」も,

典型 的な政策課税である.た だ し,こ れらの

政策課税 はそれぞれ別個 の問題 を扱っている

ため に,「 政 策課税」 として共通の理 論的基

盤 に立脚 してい るわけではな く,ま たその よ

うな理論が存在 しているわけで もない.し た

が って,財 源調達 を主 目的 とす る基幹税に対

して,政 策課税 とはいったい何 なのか,そ れ

らに共通す る理論的根拠 は何か,そ してそれ

は税体系上 どの ように位置づけ られるべ きな

のか,と いった租税論上の諸問題を包括 的に

検討 してみることは興味深い課題 であろう.

さらに,こ れ まで 「政策課税」 と 「基幹税」

を対比 して きたが,実 は基幹税 に も政策課税

的な要素が組み込 まれているこ とは,よ く知

られている とお りである.つ ま り租税 の政策

的利用 は,政 策 目的の実現 のために導入 され

た政策 課税 に限 られた こ とで はないの であ

る.そ の もっ とも代表的な事例 は,累 進所 得

税 である.所 得税 それ 自体 は政策課税ではな

いが,そ の税率構造 を所得の増大 とともに限

界 的に引 き上げてい くことで所得再分配 を図

る機能 を,累 進所得税 は備 えてい る.こ の よ

うにみ る と,基 幹税 において さえ,租 税 の政

策的利用 は例外 的な もので はな く,む しろ現

代税制 に組み込 まれた不可欠な要素 となって

い ると言 ったほ うが良さそ うである.本 稿 で

は累進所得税 の ように,既 存 の基幹税 を政策

的 に利用す る場合 と,環 境税 の ように,政 策

目的の達成のために租税 を新 たに導入す る場

合 の両者 を包含す る より広い概念 として 「政

策課税」 を定義す ることにしたい.

本稿 の 目的は,政 策 目的の実現のために導

入 される租税 を念頭 に置 きなが ら,基 幹税の

政策的利用 を も視野 に入れた,よ り包括 的な

「政策課税 の理論」 を今 後構築 し,そ れ によ

って租税論 に新 しい光 を投げかけるという展

望の下 に,ま ず はその第一次的な課題設定 を

行 うことである.

2.政 策 課税 とは何 か

(1)「 政策課税」 と 「租税政策」の区別

政策課 税 とは何 か を明 らか にす るため に

は,「 政 策課税」 と 「租税政策」の 区別 を明

確 にしてお くことが有用で ある.「 租税政策」

とは,政 策 目標 の実現 を主 目的 とす る租税の

導入や,既 存 の基幹税の政策的利用 を含 む包

括的な概念 である.そ の内容を具体的に例示

す ると次 のよ うになるだ ろう.第 一に,地 価

税の ように政策 目標の実現 自体 を目的 として

導入 される政策課税,第 二 に,累 進所得税 に

よる景気安定化機能の ような,マ クロ経済政

策上の効果 を狙 った税 率設計.第 三に,所 得

再分配効果 を目的 とした,所 得税にお ける累

進的な税率構造の設定.第 四に,各 家計の支

払能力 に対す る個 別的配慮 を図るための,社

会政策的な意味を持 った課税最低 限や所得控

除制度の設定.第 五 に,法 人税で加速度償却

を認めて投 資促進 を図った り,所 得税で住宅

ローンの所得控 除を認め て住宅需要の喚起 を

図った りす るな ど,経 済政策的な観点か ら導

入 される租税特別措置.こ れ ら五つの種類か

らなる租税 の政策的利用 を合わせ た総体 を,

ここでは 「租税政 策」 と定義 してお こう.

結論か ら言 えば,本 稿 で議論す る政策課税

には,上 記第五類型の租税特別措置は含 まれ

ない.そ の理 由は,租 税 特別措置の存在が政

策課税 の有効性 を減退 させ,そ の 目標達成 を

妨げて しまうことにある.住 宅 ロー ン控除の

ように,所 得税 制の中に組 み込 まれた経済政

策上の控除制度は,所 得税 の課税ベー スを縮

小 させ,税 収 を減少 させ,人 生の様 々な選択

肢に対 して政策が恣意 的に介入する結果,税

制の中立性 が失 われ るこ とになって しまう.

何 よりも問題 なのは,適 用税率の高い高額所

得者 ほどこの ような控除制度の利用に よる減
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税 の恩恵が大 きく,結 果 と して控 除制 度は,

累進所得税の実効性 を掘 り崩す ことになる点

である.こ こでは,所 得再分配 とい う政策課

税 目的の追求に とって,租 税特別措置が阻害

要因 として働 いてい ることになる.

上記第四の類 型である,社 会政策 的な意味

を持 った課税最低 限や所得控除制度が本稿の

政策課税の範疇に入るか どうかは判 断が難 し

い.と いうのは,イ ギ リス累進所得税の理論

と歴 史を包括的に研 究 したシェハーブが定義

する ように,累 進原理 は①所得控 除,② 累進

税率,そ して③ 所得 の種類 に応 じた差別課税,

の 三 要 素 か ら構 成 さ れ る か ら で あ る

(Shehab,1953,pp。1―7;高 山,2001)e同 じ所

得額であって も,扶 養者や子供の数な ど,家

族の抱 えて いる個別事情 によってその実質的

な所得 は変動する.し たがって応能原則に よ

る課税 をよ り徹底 させるため には,個 別事情

を反映 した控 除制 度の設定 は不可 欠である。

しか し,課 税最低限や控 除制度が応 能原則の

徹底化 のため に合理的だ と判断 される範囲 を

超えて濫用 され るようになれ ば,租 税特別措

置の場合 と同様に,累 進所得税の有効性は掘

り崩 されて い くことになる.し たがって,本

稿における政策課税 とは,上 記租税政策に関

す る5つ の類型 の うち,政 策 目的で導入 され

る政策課税(第 一類型)だ けでな く,既 存の

基幹税 の政策的利用(第 二,第 三の類型)を

も含み,さ らに,第 二,第 三類型の機能 を損

なわない 限 りでの基幹 税 の社会政 策的配 慮

(第四 の類型)を 含 む,と 定義 してお くこと

にしたいS.

(2)政 策課税の理論的系譜

経済政策史上,政 策課税 を本格的に用い る

よ うに なった の は重 商主義 政策 の時代 であ

る.貿 易差額の結果 として蓄積 される金銀の

多寡が国富 を表す象徴だ と考 えた当時の重商

主義国家 は,関 税 を政策手段 として駆使す る

ことによって,国 内産業 を保護 しようとした.

ドイツ官房学の大成者であるユステ ィやその

他の官房学者 は,重 商主義 的租税 政策の提案

者で もあった(Neumark,1957,S.279)。

ところが,「 国富論 』において重商主義経

済政 策批判 を展開 したア ダム ・ス ミス以 降,

古 典派経 済学 は資本 蓄積 を阻害 しない こ と

を,税 制を評価す る際の最高の公準 とす るよ

うになった.と りわけ リカー ドは,所 得 の3

源泉である賃金,利 潤,地 代の うち,資 本蓄

積の観点か らみて地代に課税 するこ とが最 も

望ましい と考 えた.そ の理由は第一 に,経 済

に対す る撹乱効果が最 も小 さ く,資 源配分 に

ゆがみ をもた らす ことが ないか らで ある.第

二に,地 主に対す る課税 は不労所得 に対す る

課税だか ら,そ れ に対 して課税 して も資本蓄

積を阻害す るこ とは全 くないためで ある.こ

のような租税理論が,国 家の経済に対す る介

入は極小化 されるべ きだ とい う当時 の自由主

義的 な経済政策思想 と共鳴 し合っていたこと

は言 うまで もない.

しか し,租 税政策 にとって転機が訪れたの

は。19世 紀 末か ら20世 紀 前半 にか けてであ

った。 この時期 には資本主義経済そ の ものが

変容 し,そ れ とともに経済学者や財政学者の

資本 主義経 済観 も大 きく変化 を遂 げてい く。

変化の第1は,独 占e寡 占の形成で あ り,第

2は,貧 困問題の発生 と不平等 の拡大 である.

そ して第3は,1930年 代 の世界大恐慌 の発生

であ る。これ らの事態 は,19世 紀を通 じて維

持されて きた原子論的社会観 を揺 さぶ り,自

由主義経 済政策 を特徴づ け る財政均衡主 義,

金本位制,自 由貿易制度 に対する信念 も揺 る

が した(宮 崎,1967).

累進所得税 を支 える主た る理論が形成 され

たの は,ほ ぼこの時期 に重なっている。 ワー

グナーは,租 税原則 に 「社会政策 目的」 を新

たに組み込 み,租 税 による所得再分配政策の

必要性 を強調 した.他 方で,J.S.ミ ルか らエ

ッジワースを経て ピグー に至る,イ ギリス功

利主義の伝統 に基づ く 「犠牲 説」 もまた,最

小犠 牲原則 か ら累進制原理 を引 き出 した.累

進所得税 は,大 恐慌の時期 を挟 む二度の世界

大戦 を経て先進各国で定着 してい くこ とにな

る.も ちろん,こ の変化 は所得再分配動機 だ

けが唯一の要 因で はな く,軍 事費 と社会保 障

費の膨張を賄 うため に所得税 を大衆課税化 す

る必要があ り,そ の前 提条件 として も累進化

が必要だった とい う事 情がある.い ずれにせ
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よ20世 紀前 半 には,強 力 な財 源調達機能 を

有す る基幹税であ りなが ら,同 時にマ クロ経

済管理機能 と所得再分配機能 を兼ね備 えた現

代 的な所得税が先進各国で成立する.と りわ

け,ア メリカのルー ズベル ト政権下 における

ニューデ ィー ル税制は,所 得税 と法人税 とい

う二大基幹税の骨格 を確立 させた画期 をなす

とともに,そ れ を意識 的に政策利用 しようと

した点で も際立 った特徴 をみせている.中 で

も,租 税 を用いて企業行動 をコ ントロール し

ようとした 「留保利潤税」 は,典 型的な政策

課税 の一つ とみ なす ことがで きる4〕。 この政

策実験の経験 を検討 し,評 価 してお くことは,

政策課税 の現代的根拠 やその制度設計のあ り

方を考 える上で大変貴重な示唆 を与 えて くれ

るだろう.そ こで,次 節 ではこの点 をもう少

し詳 しく追求するこ とにしたい.

3.政 策課税め典型としての 「留保利潤税」

(1)留 保利潤税の 目的

留保利潤税 は,租 税 に よって企業行動 をコ

ン トロール しよう とした点 で,歴 史上他 に類

例 を見 ない貴重 な政策実験の実例を提供 して

くれてい る.こ の税は,株 主 に分配 されずに

法人に留保 された利潤 に対 して,7～27%の

累進課税 を行 うものであ る.1936年 に導入 さ

れた留保利潤税 は,活 発 な論争 と財界の激 し

い反発 を招 い て1939年 に は廃止 され た.以

後,企 業の留保利潤のみに対す る課税が試み

られたことは これ までの ところ一度もない.

この短命 ではあったが画期 的な税 は,2つ

の政策 目的 を持 っていた.第 一 は,大 企業が

資金 を内部 に集 中させる ことで,そ の市場支

配力がいっそ う増大す るのを抑制す るとい う

目的である.ル ーズベル ト政権下のモーゲ ン

ソー財務長官 らは,大 企業が利潤 を配当 とし

て株 主に分配す ることな く留保 として内部に

蓄積 し,自 己資金 で資本蓄積 を進めることが

で きるとみ ていた.こ れに対 して,中 小企業

にはそのよ うな余力 はな く,高 い配当性向 を

示す ことに よって 資金調達を図 らなければな

らない.大 企業が持 つこの競 争上の利点 が,

中小 企業 に対す る大企業の優位性 をさ らに強

め,一 層の企業集中 を生み出す恐れがある と

考 えられた(Brownlee,ユ996).こ れ を抑制

す るには,留 保利潤 に課税す ることで,企 業

の配当性向 を引 き上げる よう政策的に誘導 し

なければならない というわけである.

同時に,資 金が企業の手元 に集中 し,そ の

使途が企業外部か らチェ ックを受けない こと

もまた問題だ とされた.つ ま り企業 は資金を

銀行か ら借 りるか,あ るいは株主の出資 を受

けることで,そ の資金の出 し手である銀行や

株主な ど,第 三者か ら経営がチ ェックされる

ことになる.と ころが,内 部 資金で新規投 資

を賄 うこ とがで きるようになると,経 営者に

対するこの ようなチェ ック機能が働 かなくな

り,経 営の規律 が失われて しまう.こ うして

内部資金が潤沢 にな ることか ら生 じる一層望

ましくない事態 とは,そ れが有用な投資先を

見出せず に証券市場 に流 れ,投 機的な短期資

金 として運用 され ることである.こ れが まさ

に,1929年 の株式暴落 に先立つ数年間に見 ら

れた事態 なのだ とい う(Smith,1938).

以上の ミクロ経済的な観点 か らの競争促進

政策 に資す る第一 目的に対 して,そ の第二 目

的は,マ クロ経済政策上の狙いを持っていた.

つ まり,留 保利潤税 に よって株主 に対する配

当が増大す ると,そ れは株主 を通 じてよ り有

用な投 資に振 り向け られるか,あ るいは消費

に回 され る ことに よっ て有 効需要 を増 大 さ

せ,景 気 回復 に貢献する ことになる.企 業内

部 に蓄積 された潤 沢な内部資金 は,上 述の よ

うに証券市場に流れるのでなければ,過 剰投

資 に向か うであろ う.し か し独 占体 は,生 産

を増 大 させ れ ば価 格下 落 を招い て しまうの

で,需 要 に比べ て生 産量 を過少 な状態 に留 め

置 くことで,価 格支配力 を維持 しようとす る.

こうして,増 強 された生産能力 は最大 限に活

用 されるこ とな く,社 会的資源の浪費が発生

す る.こ う した遊休 資源の もたらす社会的損

失 こそが,カ ップが 「社会 的費用」の発生 と

み な した問題 に他 な らない(Kapp,1950).

したがって留保 利潤税 の導入 によって,第 一

に株主へ の配当 を促 し,彼 らを通 じて内部留

保資金が より社会的有用性 の高い投 資へ振 り

向け られるように誘導するこ と,そ して第二
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に,彼 らの個 人消費 を促す ことで有効需要 を

増大 させ,間 接 的なが ら景気回復 に資するこ

とが意図 されたのであ る.ル ーズベ ル ト大統

領 の経済顧 問を務 め,そ の租税 政策 に大 きな

影 響 を与 え た とみ られ る タグ ウェルに よる

と,留 保利潤税 は さらに政府支出の増大 と結

びつ いて経 済全体 の改革のための手段 となる

(Tugwe11,1933).彼 はこの税 を,企 業 の配

当政策 に影響 を与えるだけで な く,企 業の生

み出す余剰 その ものを連邦政府が管理す るた

めの手段 とみな した。具体的 には,留 保利潤

税 収を原資 とす る基 金を創出 し,そ の基金 を

通 じて財政支出 を拡大す るこ とで,経 済 を安

定化 させ よう とい う提 案 を行 ったのである.

彼は こうして,経 済的な不均衡 をより拡大す

る傾向をもつ私的投 資か ら,基 金 を通 して経

済安定化 に資す る可能性 のあ る公的投資へ と

資金の流れ を転 換 させ るため の,転 轍手 と し

ての役割 を留保利潤税 に対 して与えた。 タグ

ウェルは,そ の適否は ともか くとして,大 恐

慌当時の資本主義経済の欠陥を是正す るため

に,利 潤 という社会的余剰 を公的 に管理す る

ことを提案 したのであ る。

しか し,こ の ように留保利潤税 を特徴づ け

たか らといって,そ れが財源調達手段 として

の機能を全 く期待 されていなかったわけでは

ない.そ れ どころか,留 保利潤税が導入され

た直接の きっかけは,農 産物加工税の違憲判

決 と退役 軍人に対す るボーナス即時支払 い法

案の成立に よって発生 した6億2千 万 ドル も

の歳入欠陥を,穴 埋めす るための財源 を見出

す よう政権が追 い込 まれた点 にあった.そ の

意味で留保利潤税 もまた,政 策課税である と

同時 に,財 源調 達手段 と しての性格 を併せ持

つ二重性 を持 った租税 だった といえる.

ところで,留 保利潤税 には上記 の2つ の政

策 目的のほかに,も う1つ 別の役割が期待 さ

れていた.そ れは,累 進所得税の負担 に関す

る高所得者 と低 所得者 の不公平,そ して法人

と非法人間での不公平 という2つ の税負担上

の不公平 を是正す る役割 である.個 人所得税

の最 高限界 税率 は当時79%に 達 していた一

方で,法 人税率 は8～15%の 範囲で累進的 に

設定 されていたため に,高 い限界所得税率 に

直面す る大株主は,利 潤 を企業 内に内部留保

するこ とによって重 い個人所得税の負担 を免

れるこ とがで きる.こ れに対 して,低 い個人

所得税率が適用 される小株 主に とっては,内

部留保 に対 して高い法 人税率 が課せ られるこ

とで,本 来負担すべ き以上に税負担 を負わな

ければな らな くなる.こ れが累進所得税 制に

おける第一点 目の不公 平である.不 公平の第

二点 目は,法 人 と非法 人間での不公平であ る.

つ ま り同 じ事業 を営 んでいて も,法 人化 して

いれば法 人税法 の適用 を受け,8～15%の 税

率適用で済むが,個 人事業や合名会社 は所得

税法の適用 を受け,15%を 越 える税率が適用

され る可 能性があ る.こ の結果,同 じ利潤額

でも法人形態 をとって いるか否かで適用税率

が異なる とい う問題が発生 して しまう.

この ような連邦税 制上の不公平が存在す る

ことは早 くか ら知 られ てお り,実 は,留 保利

潤税 はこの ような欠陥 を修正す るための手段

として,1910年 代か らフェアチャイル ドや財

務省の顧問 をつ とめて いたアダムズ らによっ

てその導入が提案 されていた(Buehler,1937,

pp.8-i2)。 しか し彼 らには.課 税 に よって留

保利潤が株主に分配 されるよう誘導す る意図

は一切な く,純 粋 に既存税構造の不 公平 を是

正す るための補完的 な租税 として留保利潤税

を提案 していた に過 ぎない。

(2)留 保利潤税の政策効果

留保利潤税 は,政 策課税 の典型 としてみた

場合,そ の野心 的な政策 目的に もかかわ らず,

それ を十分 には実現す る ことがで きないまま

廃止 され た税 と して特 徴 づ ける こ とが で き

る.確 か に,こ の税 が導 入初年度 の1936年

に企業の配当性 向 を顕 著に高める効果を持 っ

たとい う点では,様 々な研究 の見解 は一致 し

てい る.翌1937年 には配 当性 向は1936年 の

水準 をほぼ維持 した ものの,1938年 には法改

正に よって留保 利潤税 その ものが形骸化 して

しまったこ とで,実 質的 にその効力 を失った

とい う点 で も諸研 究 にそれほ ど大 きな見解 の

相違 はない.こ の意味で は,留 保利潤税 は確

かに支払 い配当の増大 を促す という政策効果

を発揮す ることに成功 したのである.し か し,
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その ことが独 占を抑止 し,資 源配分を改善 し,

景気 回復 に資す ることにつ なが ったかどうか

は,ま た別の問題である.実 際,こ の点では

ほ とん どの研 究 が否 定的 な見解 を示 して い

る.例 えば,そ れ までの既存研究の成果 を踏

まえ,邦 語 と して は最 も詳細 な留保利潤税研

究を行 った宮島(1972)に よれば,こ の税は

その意図 とは逆 に,大 企業 よりも中小企業に

対 して過重 な税負担 をかけるこ とになって し

まった とい う.な ぜ なら,大 企業 よりも中小

企業 の方が留保 利潤率が高 く,し か も中小企

業は簡単 に外部資金 に頼 ることがで きないた

めに,配 当 を増や して(つ まり課税ベース と

なる留保利潤 を圧縮 して)税 負担を回避する

ことがで きなか ったか らである.当 時 は,証

券市場が現在ほ ど発達 してお らず,中 小企業

にとって株式発行 による資金調達 を図ること

は困難であ るか,あ るいは極 めてコス トが高

かった.こ れ に対 して,も ともと配当性 向の

高かった大企業 は,さ らに配当を増やす こと

で税 負 担 の増 大 を 回避 す る こ とが で きた

(ThorpandGeorge,!937,pp.19-20).つ ま

り企業 に配当の支払い を促す という点に限っ

て言 えば,留 保利潤税 は狙 い通 りの効果 を発

揮 したこ とになるが,そ れ を通 じて実現 しよ

うとした競争促 進政策やマクロ経済政策上の

目標 は,実 現す るこ とがで きなかったのであ

る.む しろ,課 税 によって中小企業のほうが

大 きな打撃 を受け,支 払い配 当の増大 による

景気 回復効果 も極 めて間接 的で小 さく,実 際

に1937-38年 の不況 を妨 げるこ とはで きなか

ったのが現実 であった.

より最近 になって,新 しい理論的関心か ら

複 数の研究が よ り洗練 された統計的手法に基

づいて留保利潤税 の経済効果 を改めて検証 し

ている.こ れ らの研究の うち,ク リスティー

とナ ンダはエー ジェンシー ・コス ト仮説に基

づいて,留 保利潤税の機能を肯定的に評価す

る 観 点 か ら そ の 効 果 を 検 証 して い る

(ChristieandNanda,1994).彼 らが立脚す

るエージェ ンシー ・コス ト仮説 は,株 主が企

業の コン トロー ルを経営者 に任せているけれ

ども,そ れ をチ ェ ックす る手段 を持っていな

い とすると,経 営者 には株主 の利益 よりも自

らの利益 を追求す る動機づけが働 いて しまう

とい う行動 仮説 に基づ いている。 この場合の

エー ジェンシー ・コス トとは,代 理人である

経営者が,自 らの利益のために,依 頼人であ

る株主の利益 を どれだけ犠牲にす るかで定義

され る.経 営者 は市場 による規律 を回避 しな

が ら自 らの利益 を追求す るために,内 部資金

を用 い て非効 率的 な投 資 を行 う可能性 があ

る.し たがって留保利潤税 は,非 効率的な経

営者の手元にある余剰資金 を配当 として吐 き

出させ ることで,エ ー ジェンシー ・コス トを

引 き下げ,企 業価値 を高 める効果 を持つ とい

う.ク リステ ィー とナ ンダによる留保利潤税

のこの根拠論 は,株 主 による経営者の統制 と

いう問題意識に立脚 して いる点で,独 占をコ

ン トロール し,景 気回復 に資する とい う目的

を重視 していたニューデ ィール期 の問題意識

とは異なっている.し か し,企 業経営者は資

源 を浪費す る傾向があ り,何 らかの形で外部

か ら規律 を加 え る必 要 があ る と考 える点で

は,両 者 は極めて似通 ってい ると言 えよう.

さて,彼 らは,1936年2月28日 時点 におけ

る715の ニ ュー ヨー ク証券取引所上場企業の

うち,一 定の基準 を満たす企業 を取 り出 して

最 終的 に239企 業 をサ ンプル として絞 り込

み,そ れ らのデー タに基づいて回帰分析 を行

うことで留保利潤税の効果 を検証 した.そ れ

によると,課 税が もた らす負担増 にもかか わ

らず,大 統領が留保利潤税 の導入 を表明 した

時点 にお ける株価 は平均 で1%上 昇 し,そ の

度合いは配当性向の低 い企業で とりわけ顕著

だった ことが見 出された.こ れ らの企業 は,

上記仮説ではまさに非効率的な経営者によっ

て支配 されている可能性 があ り,そ れが課税

によって是正 され ることが期待 されたのが株

価上昇 につなが った と解釈 され る.さ らに,

1935年 時点で配当性 向の低い企業 は,課 税 の

結果 と して1936年 には配 当性 向を劇的 に引

き上げた.に もかかわ らず,配 当性向の絶対

的な水準では依然 として他の高配当企業に及

ばなか った し,し か も 「トー ビ ンのq」5}で

その企業価値 を測 った場合 の低評価 企業 は,

課税のイ ンセ ンテ ィブ効果に対 して も極めて

緩1曼にしか反応 しなかった ことが明 らかにさ
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れた.こ の点では,課 税 による期待 された効

果が実現 しなかったわけである.

これ に対 してキ ャロ ミリス とハ バー ドは,

非効率 的な低配当企業 が留保利潤税 を負担す

ることになった とするク リスティー とナ ンダ

の引 き出 した結論 を否 定す る結論 を導 いてい

る(CalomirisandHubbard,1995).彼 らは

528企 業の 中か ら一定の基準 を満 たす273企

業 をサ ンプル として抽 出 し,そ れ に基づ いて

規模,利 益率,負 債比率等 の観点か らみた企

業の特性 と留保利潤税 の関係 を明 らかにす る

実証研究 を行 っている。その結果明 らかにな

った ことは,留 保利潤税 は総体 として配当の

支払 いを促す とい う点で成功 したけれ ども,

小規模 で,高 利潤で,株 式市場価値 に対す る

負債比率の高い資本構造 を持つ企業は,依 然

として高 い留保利潤率 を示 し,結 果 として重

い留保利潤税負担 に直面す るこ とになった と

いう点であ る。 この ような結論が引 き出され

た背 景には,次 の ような事情がある。つ まり,

高い利潤 を上 げなが ら高成長 しつつある企業

は,拡 張の ため に必要 とす る資金 を株式の発

行ではな く借入金 によって調達 しようとす る

傾向がある.と い うのは,投 資家は 「情報の

非対称性」 のため に,ま だ無 名の企業が どの

ような将来性 を持つのかを判 断 しきれず,そ

れ らに対す る投資 を差 し控 えようとする。つ

ま り,ま だ草創期の企業 は株式発行に よる資

金調達を行 おうとして も,極 めて困難であ る

か,あ るいは高配当 を保 障 して資金調達せ ざ

るをえず,高 い資金調達 コス トに直面す るこ

とになって しまう.し たがって,こ の ような

企業は内部資金 を元手に,専 門的な知識 を持

ってその企業の将来性 を評価 で きる金融仲介

業者か らの借入金 に依存す ることになる.結

果 としてこれ らの企業 の留保利潤率は極めて

高 くな り,留 保利潤税 の負担が 回避で きず に

重い負担 を負 わざるをえない.し か も,こ れ

らの企業 は借入金 を得 る過程 で金融仲介業者

のチ ェック とモニ タリングを受 けるか ら,ク

リステ ィー とナ ンダの引 き出 した結論 とは逆

に,こ れ らの企業の経営 に対す る規律 は機能

しているこ とになる.し たが って,重 い留保

利潤税 を負担す るのは,外 部 か らの規律が弱

く,か つ非効率的 な経営者 によって支配 され

てい る低 配当企業 ではな く,そ の当時の もっ

とも有望 な成長 企 業 だっ た という ことに な

る.キ ャロ ミリス とババー ドによれば,留 保

利潤税は,こ の もっ とも育成すべ き企業の発

展 を阻害す る効果 を持 って しまったのだとい

う結論 になる.こ の結論 は,そ れ までの留保

利潤税 に関す る研究が到達 していた結論 とも

符合 し,彼 らの研究 はそ れを新たな理論的裏

づけと方法 に基づ いて検証 し直 した とい う意

義を持つ.

これ ら比較 的最近 の研究 は,新 しい理論的

関心か ら留保利潤税 に対 して,そ れまで とは

異なる角度か ら焦点 を当て。その効果 を検証

した とい う点で大変興味深い。そ してこの両

研究 とも,そ れが支払 い配 当を増大 させた こ

とは認めなが らも,税 の イ ンセ ンテ ィブ効果

にうま く反応せず,結 果 として重い税負担 を

負うことになった企業群が どの ような特性 を

持つ の か をめ ぐって異 な る見解 を示 してい

る.ク リスティー とナ ンダがそれは非効率的

な低配当企業 だ と規定 したの に対 して,キ ャ

ロミリス とハバ ー ドは,そ れが小規模で はあ

るが もっ とも有望 な成長企業だ と結論づけた

のである。

いずれにせ よ,ニ ューディール税制 におい

て初めて本格的 な姿 を見せた累進所得税,留

保利潤税 な どの政策 課税 は,「 租税 を通 じた

経済の コン トロー ル」 とい うそれまで には な

かった租税 政策の理 念 を生み 出す とともに,

それ を実践 に移 していった点で画期的であっ

た.こ れ までに行 われた諸研 究によれば,留

保利 潤税 は確か にニューデ ィール政策が 目指

した 目標 を実現 す る ことが 出来 なか ったが,

他方で企業 の配当性向 を引 き上げる強力な政

策手段 として機 能 した こ とも明 らか となっ

た.そ うす ると,手 陵 と しては強力であって

も,果 た して留保利潤税が これ らの政策 目標

を実現するための適切 な政策手段であったの

か,他 に望 ましい政 策手段 はなか ったの か,

あるいは複数政策手段 の組み合わせ(ポ リシ
ー ・ミックス)で 目標 を実現 することは出来

なか ったのか,と いう問いが生 じる.留 保利

潤税 が実施 されてか らわずか3年 で廃止 され
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るとい う運命 をた どった ことは,わ れわれに

多 くの教訓 を残 している.独 占をコン トロー

ル し,資 源配分 を改善 し,さ らに景気 回復に

資する とい う複 数の,し か も野心的な 目標 を,

留保利潤税のみで 同時達成す るのは至難の業

であ る.こ の税 を本格的 に検討 し,評 価する

ことは他 日を期す こ とにしたいが,そ の意義

と限界 を踏 まえて理論上の課題 を引 き出 して

お くことは,現 代 におけ る政策課税 を構 想す

る上で も非常に重 要なこ とだ と考 えられ る.

聞.欝 わ嚥 一麟 課続あ現葡的課題一

ニューデ ィー ル期の租税 政策は,現 代税制

を確立 した と同時 に政策課税 を初めて体系的

に利用 しようと した点で大 きな画期 をなす.

しか し,ニ ューデ ィール期 における政策課税

の論理 をそのまま現代 に適用 することは不可

能である。 まず,そ れ を支えた政治的環境が

異なる上 に,経 済構造 は当時 とは大 きく変化

しているか らであ る.と りわけ,経 済の グロ
ーバル化 は戦後定着 した累進所得税 と法人税

とい う二大基幹税か らなる租税構造を動揺 さ

せつつ ある.1980年 代以降,累 進構造はよ り

フラッ ト化 され,法 人税率 は引 き下げ られ,

これ ら二大基幹税 か らの税収 が減退 してい く

の と入 れ替 わ りに,付 加価値税(消 費税)が

基幹税 の一角 を占めるようになった.

この大 きな変化 は,政 策課税 を一国単位で

実施するこ とを困難 にしつつある.に もかか

わらず,ニ ューデ ィー ラーが政策課税 によっ

て解決 しようとした問題 は,現 代ではグロー

バルな様相 を呈 して浮上 して くる可能性が高

い.当 時は一 国内で捉 え られていた不平等の

問題 も,グ ローバ ル化 によって先進国 と途上

国間の ます ます広が りつつある所得格差の問

題 となって現 れて いる し,当 時ニューディー

ラー を悩 ま した景気循環の問題は,現 代では

1997年 のアジア通貨危機 に典型的に現 れた よ

うに,実 需取引の100倍 以上 にも及ぶ巨額の

国際的な資本移動が もたらす変動性(ヴ ォラ

テ ィリテ ィー)の 問題 として現れている.そ

れに加えて,ニ ューデ ィー ラーが直面 してい

なか った現代 の新 しい問題 として,地 球温暖

化問題 をは じめ とす る環境 問題の顕在化 を挙

げることが で きる.

これ らの問題 に対処 しようとす るな らば,

21世 紀 における政策課税 は,本 質的にグロー

バ ルな色彩 を帯 びることになる.そ のための

政策課税 の可能性 として は,持 続可能な発展

のための炭素 ・エ ネルギー税,金 融の変動1生

を制御するための国際通貨取 引税(ト ー ビン

税),各 国間での租税協調 に基づ く多国籍企

業 による租税 回避行動の抑 制,関 税 のグ リー

ン化な どを挙げる ことがで きよう.こ れ らは,

それが解 決 しようとしてい る問題が本質的 に

グローバ ルな性質 を持っているために,一 国

だけで実施 して も成功せず,国 際的な協力の

下で課税 の枠組み を構 築する必要がある.こ

のことは,グ ローバ ル ・ガバナ ンスのあ り方

を問 うこ とに必然的につ ながる(諸 富,2002).

他方で,日 本 では産業廃棄物税 など地方環境

税の導入にみ られ るように,地 方政府 レベ ル

で政策課税 を活用 しようとする新た な動 きも

生 じつつある.将 来的には,グ ローバル化 と

分権化 とい う両方 向で国家機 能が相対化 され

るとともに,政 策課税のあ り方 も地域,国 家,

そ して グローバ ル と多層的な レベルで構想 さ

れる必要があ る.

しか し他 方で,経 済 をコン トロールす る強

大 な役割 を国家 に与 えて,そ れを 「リバ イァ

サ ン化」させ ることは回避 されねばならない.

また,国 家 が国民国家を統合 しつつ,社 会 に

深 く介入 して くることへ の警戒感 も存在す る

だろう.も ちろん現代 国家 では,か つ て ドイ

ッ財政学が想定 したように国家の活動が市民

社会か ら超越 して実行 されるのではな く,あ

くまで も個 人の自発性 と相互連帯に基づ く公

共性 に基礎 づけ られ ていなければな らない.

また,国 家 は常 に市民社会 に情報 を公開 し,

市民 に対 して説明責任 を負 うし,国 家 は市民

社会 によって監視 され なければならない.

したがって,政 策課税 に正 当性 を付与す る
一方で ,市 民が国家 を牽制 し,そ の役割 をチ

ェ ックする ような何 らかの制度的仕組みが必

要であ る.池 上惇が まさにそう捉え ようとし

たように,租 税 を導入,実 施,改 正す る過程

その ものが,国 家の機 能を市民が コン トロー
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ル し,負 担 の水準 とそのあ り方 に関 して社会

的 な合意形成 を図る,公 共的 な意思決定過程

に他な らない(池 上,1990,第1・2章).そ

の現代 的な課題 とは,租 税 のあ り方 をめ ぐる

議論を通 じて国民国家 レベルだけでな く,分

権化に よって地域 レベルにおいて も住民 によ

る合 意形成 を図る こと,そ して グローバル化

の下で も,国 民国家 の枠組み を超 える リー ジ

ョナル,あ るいはグローバ ルな合意形 成の仕

組 み を構想 す る ことであ る.こ れ は,ジ ョ

ン ・ロ ックにその起源 を持つ租税民主主義の

伝統 的な思想をさ らに深化 させ,そ のバー ジ

ョン ・ア ップを図る試みで もあ る.現 在流行

の言い方 をすれば,そ れ は政策課税 のあ り方

を議論す ることを通 じて,統 治のあ り方,つ

ま りガバナ ンスのあ り方 を構想す るこ とに他

な らない。

[注]

1)産 業廃 棄 物 税 は2004年1月 現 在,青 森,秋 田,

岩 手,三 重.滋 賀,奈 良,岡 山 、 広 島,鳥 取,

山 口の 各 県,お よび 北 九 州 市(環 境 未 来 税)で

導 入 され て い る.さ らに 九 州 … 円 と沖 縄 を 合 わ

せ た8県 合 同 や,京 都 府 で の 導 入 構 想 が あ る.

水 源 税 につ い て は,高 知 県(森 林 環 境 税)が 既

に導 入 して い る ほ か,神 奈 川 県(水 源 環境 税 〕,

岡山 県(水 源 溺養 税)が 導 入 を検 討 中で あ る.

2)約2年 に わ た っ て 温 暖 化 対 策 税 の 検 討 を 行 っ

て き た 環 境 省 中 央 環 境 審 議 会 の 「地 球 温 暖 化 対

策 税 制 専 門 委 員 会 」 報 告 書 が,2003年8月 に 提

出 さ れ た(http:!/www.env.go.jp/policy/tax/pdf/

皿at _01.pdf).ま た,こ の 報 告 書 の も と に な っ

た,よ り専 門 的 な ワ ー キ ン グ ・グ ル ー プ に よ る

報 告 書 も 合 わ せ て 参 照 さ れ た い(http:〃www.

env.go.jp/policy/taX/pdf/mat _02.pdf).

3)こ の 点 で 興 味深 い 議 論 を展 開 して い る のが ド

イ ツの著 名 な財 政 学 者 ノイマ ル クであ る.彼 は,

租 税 政 策 を 「管 理 統 制 主 義 的 租 税 政 策

(DirigistischeSteuerpohtik)」 と 「介 入 主 義 的

租 税 政 策(lnterventionistischeSteuerpolitik)」

に 分 け,そ れ ぞ れ を 次 の よ う に 特 徴 づ け た

(Neumark,ユ957,S.281-282).つ ま り前 者 は,

あ る 特 定 の 経 済 主 体(家 計,企 業,企 業 形 態)

に よ る,あ る 特 定 の 消 費 形 態,資 本 形 成 等 の あ

り方 に 対 して,政 策 上 の 理 由か ら税負 担 を引 き

上 げ た り引 き下 げ た りす る こ とを 指 し,体 系 的

な政 策構 想 の下 に 実 施 され るの で は な く,個 別

対応 的,対 症 療 法 的 な性 格 を持 っ て い る.こ れ

に対 して後 者 は,国 民 経 済 全 体 に 対 して体 系 的

に影響 を 与え る こ と を 目的 と して い る.そ の租

税 政 策 が 実 現 す る 目標 も,前 者 の租 税 政 策 が特

殊個 別 的で あ る の に対 し,後 者 の租 税 政 策 は普

遍 的,一 般 的 で あ る(Haller,1970,S.85-87).

本稿 で の議 論 に即 して言 え ば,前 者 に は租 税 特

別措 置 が,後 者 に は 累進 所 得税 が相 当 す る.

4)こ の よう な意 図 を持 って 導入 され る税 は 当時,

「社 会[的]統 制課 税(TaxationasanInstrument

ofSocialControl)」 と 呼 ば れ た(Committee

onTaxationof七heTwentiethCenturyFund,

1937,Chap。9)。 宮 島(1972),加 藤(1976)と

並 んで 留 保 利 潤 税 に 関す る数 少 ない 邦 語 に よ る

本 格 的 な研 究 で あ る 遠 藤(1971,1975)は,こ

の 税 を独 占の 規 制 や 所 得 再 分 配 を 目的 とす る社

会 的 統 制 課 鋭 の 一 環 と して位 置 づ けた 上 で,そ

の 意義 と限界 を明 らか に しようと した もの であ る.

5川 ―トー ビ ンのq」 と は,企 業 の金 融 市 場 にお け

る評価価値 〔株式価値)を 企業の保有する資本

ス トックの再生産費用を財市場で評価した価値

で 割 っ た 値 を指 す が,こ こで は,こ の 値 が 経 営

者 の 企 業 経 営 能 力 と,エ ー ジ ェ ン シー 問 題 が 存

在 す る か 否 か を 示 す 代 理 指 標 と して 用 い られ て

い る.「 トー ビ ンのq」 が 低 い値 を示 して い る と

い う こ とは,そ の 企 業 の 経 営 能 力 が 低 く,し た

が って エ ー ジェ ン シー 問 題 が 存 在 して い る(と

評価 され て い る)こ と を意味 す る.
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